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平成２８年度登別市公営企業会計決算審査意見について 

 

地方公営企業法第３０条第２項の規定により、審査に付され

た平成２８年度登別市公営企業会計（水道事業会計、下水道事

業会計）の決算について審査をした結果、別紙のとおりその意

見を提出します。 
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１ 文中及び表中に用いる金額は、原則として円単位で表示しています。 

ただし、文中及び表中で千円単位（単位未満の四捨五入を基本とします。）

で表示している箇所もあります。 

２ 文中及び各表中の比率等の用法は、次のとおりです。 

 （１）「比 率」は、小数点第３位の四捨五入を基本とします。 

 （２）「０.００」は、該当数値はあるが、単位未満のもの 

 （３）「 － 」は、該当数値なし又は算出不能のもの 

３ 上記の結果、文中・表中における数値が一致しない場合があります。 
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平成２８年度登別市公営企業会計決算審査意見 

 

１  審査の対象 

     平成２８年度 登別市水道事業会計決算 

   平成２８年度 登別市下水道事業会計決算 

２  審査の期間 

     平成２９年６月１日から平成２９年８月１７日まで 

 

３  審査の方法 

決算審査に当たっては、市長から提出された決算書類が事業の経営成績及び財政状況

を適正に表示しているかどうかを検証するため、関係諸帳簿等との照合等のほか、関係

職員の説明を聴取するとともに、各事業の経営成績及び財政状況について年度比較によ

り事業の推移の把握、分析等を行うことによって審査を実施しました。 

また、現金及び預金残高の確認並びに諸証ひょう類の検証などについては、法の定め

るところにより例月出納検査及び定期監査などにおいて実施されているので、審査の対

象外としました。 

 

４  審査の結果 

審査に付された各事業の決算諸表はいずれも関係法令に準拠して作成されており、そ

の計数は正確であり、経営成績及び財政状況を適正に表示しているものと認められまし

た。 

各会計の審査の状況及び意見については、次に述べるとおりです。

 



 

 

 

  

 

 

 

 

      水 道 事 業 会 計 

決  算  の  状  況 
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水道事業会計 

（１） 事 業 の 概 要 

① 業務実績は次のとおりです。 

項         目 単位 
業 務 実 績 前 年 度 比 較 

平成 28 年度 平成 27 年度 増   減 増減率(%) 

行 政 区 域 内 人 口 人 49,090 49,630 △ 540 △ 1.09 

計 画 給 水 人 口 人 48,690 48,690 0 0.00 

給 水 人 口 人 48,429 48,908 △ 479 △ 0.98 

水  道  普  及  率 ％ 98.65  98.55  0.10 0.10 

給   水   戸   数 戸 22,177 22,223 △ 46 △ 0.21 

配   水   量 ｍ3 4,498,946 4,607,044 △ 108,098 △ 2.35 

給    水    量 ｍ3 3,908,194 3,915,886 △ 7,692 △ 0.20 

有     収     率 ％ 86.87  85.00  1.87 2.20 

配   水   能   力 ｍ3 15,810 15,810 0 0.00 

１ 日 最 大 配 水 量 ｍ3 14,491 14,946 △ 455 △ 3.04 

１ 日 平 均 配 水 量 ｍ3 12,326 12,588 △ 262 △ 2.08 

１ 日 平 均 給 水 量 ｍ3 10,707 10,699 8.00 0.07 

１人当たり年間使用量 ｍ3 80.70 80.07 0.63 0.79 

水  道  管  延  長 ｍ 289,055.19 288,804.59 250.60  0.09 

施  設  利  用  率 ％ 77.96  79.62  △ 1.66 △ 2.08 

最  大  稼  動  率 ％ 91.66  94.54  △ 2.88 △ 3.05 

負     荷     率 ％ 85.06  84.22  0.84 1.00 

職     員     数 人 33 33 0 0.00 

 

② 配水量と給水量の推移は次のとおりです。 
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有 収 率

単位:％ 有収率及び不明水量の割合の推移

③ 有収率及び不明水量の割合の推移は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度末の給水戸数は、前年度と比較すると４６戸（０．２１％）減の 

 ２２，１７７戸となりました。給水人口は、人口減少の影響を受け前年度と比較 

すると４７９人（０．９８％）減の４８，４２９人となり、水道普及率について 

は、前年度と比較すると０．１０ポイント増の９８．６５％となっています。 

また、水道管の総延長は前年度と比較すると２５０．６０ｍ（０．０９％）増 

の２８９，０５５.１９ｍとなっています。 

 

年間配水量は４，４９８，９４６㎥で、前年度と比較して１０８，０９８㎥ 

（２．３５％）の減量となり、年間給水量も７，６９２ｍ３（０．２０％）減量の 

３，９０８，１９４ｍ３となっています。 

この結果、年間配水量に対する給水量（有収水量）の割合を示す有収率は、前 

年度と比較すると１．８７ポイント上昇の８６．８７％となっています。 

 

なお、年間配水量と給水量との差となる無収水量と無効水量の合計は、５９０， 

７５２㎥となっており、このうち無収水量１３，８７４㎥を除いた漏水が主な要 

因と考えられる無効水量は５７６，８７８㎥となっています。年間配水量中の無 

効水量率を過年度と比較すると、平成２６年度１６．７０％、平成２７年度１４． 

８５％、平成２８年度１２．８２％と前年より２．０３ポイント低下しています。 
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（２）予 算 の 執 行 状 況 

① 収益的収入及び支出 

ア 収入の執行状況は次のとおりです。            (単位：円・％・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 予 算 比 較 執 行 率 

営 業 収 益 923,653,000 932,374,857 8,721,857 100.94 

営業外収益 33,145,000 34,042,515 897,515 102.71 

特 別 利 益 2,000 83,415 81,415 4,170.75 

合     計 956,800,000 966,500,787 9,700,787 101.01 

 

収入は、予算額９億５，６８０万円に対して、営業収益の給水収益などが増と 

なったことから、決算額は９億６，６５０万７８７円（執行率１０１．０１％） 

となり、９７０万７８７円の増となっています。 

 

イ 支出の執行状況は次のとおりです。          (単位：円・％・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不 用 額 執 行 率 

営 業 費 用 753,860,000 718,712,199 35,147,801 95.34  

営業外費用 119,340,000 116,514,547 2,825,453 97.63  

特 別 損 失 100,000 0 100,000 0.00  

予 備 費 5,000,000 0 5,000,000 0.00  

合     計 878,300,000 835,226,746 43,073,254 95.10  

 

支出は、予算額８億７，８３０万円に対して、決算額は営業費用において原水 

及び浄水費、職員給与等が減となり、その他の各費用でも縮減が図られたため、 

決算額は８億３，５２２万６，７４６円（執行率９５．１０％）となり、４，３ 

０７万３，２５４円の不用額が生じています。 

 

② 資本的収入及び支出 

ア 収入の執行状況は次のとおりです。            (単位：円・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 予 算 比 較 翌年度繰越額 

企 業 債 295,900,000 195,900,000 △ 100,000,000 99,500,000 

負 担 金 10,000,000 0 △ 10,000,000 0 

補 助 金 400,000 240,000 △ 160,000 0 

合   計 306,300,000 196,140,000 △ 110,160,000 99,500,000 

 

収入は、予算額３億６３０万円に対して、企業債等の減に伴い、決算額は１億 

９，６１４万円で、１億１，０１６万円の減となっています。 
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イ 支出の執行状況は次のとおりです。                 (単位：円・税込) 

区 分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 

建設改良費 447,359,000 330,200,140 100,700,000 16,458,860 

  

送配水施設整備事業費 311,509,000 204,611,540 100,700,000 6,197,460 

設 備 費 135,849,000 125,588,600 0 10,260,400 

災害復旧費 1,000 0 0  1,000 

企業債償還金 269,041,000 269,040,138 0 862 

予  備  費 5,000,000 0 0 5,000,000 

合       計 721,400,000 599,240,278 100,700,000 21,459,722 

 

支出は、予算額７億２，１４０万円に対して、決算額は５億９，９２４万２ 

７８円で、送配水施設改良等に要する経費の翌年度繰越額１億７０万円を除い 

た２，１４５万９，７２２円が不用額となっています。また、資本的収入額が 

資本的支出額に不足する額４億３１０万２７８円は、当年度損益勘定留保資金 

３億１，５４４万７，２７８円、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整 

額１，８９６万４，５９７円、減債積立金３，４３８万８，４０３円及び建設 

改良積立金３，４３０万円で補てんされています。 

 

（３）経 営 成 績 

経営成績は、総収益８億９，７５３万６，３０７円に対して、総費用７億８， 

９３９万８，４０９円で、差し引き１億８１３万７，８９８円の純利益となっ 

ています。 

 

① 事業収益 

ア 収益の状況は次のとおりです。              (単位：円・％・税抜) 

     科      目 平成 28 年度 平成 27 年度 比較増減 増減率 

営業収益 863,439,290 879,575,435 △ 16,136,145 △ 1.83 

  給 水 収 益 830,319,699 831,441,437 △ 1,121,738 △ 0.13 

    受託工事収益 13,880,583 28,713,105 △ 14,832,522 △ 51.66 

  その他営業収益 19,239,008 19,420,893 △ 181,885 △ 0.94 

営業外収益 34,019,787 33,962,982 56,805 0.17 

  

受取利息及び配当金 63,850 184,688 △ 120,838 △ 65.43 

他会計補助金 552,000 1,000,000 △ 448,000 △ 44.80 

長期前受金戻入 32,763,085 32,133,568 629,517 1.96 

雑 収 益 640,852 644,726 △ 3,874 △ 0.60 

特別利益 77,230 46,420 30,810 66.37 

合      計 897,536,307 913,584,837 △ 16,048,530 △ 1.76 
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営業収益は、決算額８億６，３４３万９，２９０円で、前年度と比較して１， 

６１３万６，１４５円の減となっています。この内容は、受託工事収益等が減 

収となったことによるものです。 

営業外収益は、決算額３，４０１万９，７８７円で、前年度と比較して５万 

６，８０５円の増となっています。 

この結果、総事業収益は８億９，７５３万６，３０７円で前年度と比較して 

１，６０４万８，５３０円（△１．７６％）の減となっています。 

 

 

イ 給水収益の収納率の推移は次のとおりです。          (単位：円・％・税込)  

年度 調定額 収入済額 不納欠損額等 収入未済額 収納率 

平成 25年度 

現年度 909,128,163 870,314,062 0 38,814,101 95.73  

過年度 107,788,138 41,713,573 8,329,470 57,745,095 38.70  

計 1,016,916,301 912,027,635 8,329,470 96,559,196 89.69  

平成 26年度 

現年度 898,802,532 863,082,823 0 35,719,709 96.03  

過年度 96,566,194 38,074,147 5,852,986 52,639,061 39.43  

計 995,368,726 901,156,970 5,852,986 88,358,770 90.53  

平成 27年度 

現年度 897,956,700 864,203,672 0 33,753,028 96.24  

過年度 88,369,101 36,247,283 4,693,126 47,428,692 41.02  

計 986,325,801 900,450,955 4,693,126 81,181,720 91.29  

平成 28年度 

現年度 896,745,193 865,425,909 0 31,319,284 96.51  

過年度 81,241,008 34,655,818 6,036,373 40,548,817 42.66  

計 977,986,201 900,081,727 6,036,373 71,868,101 92.03  

 

給水収益の収納率は、現年度分及び過年度分でそれぞれ前年比０．２７ポイ 

ント及び１．６４ポイントの増となり、収納率全体でも０．７４ポイントの増 

となっています。 

収入未済額は前年度と比較すると９３１万３，６１９円減の７，１８６万８， 

１０１円となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



7 

88.71 88.40 88.27 88.71 
89.69 

90.53 91.29 

92.03 

95.14 94.97 95.10 95.37 95.73 
96.03 96.24 96.51 

80.00

85.00

90.00

95.00

100.00

単位：％

計 現年度

ウ 水道料金の収納率の推移は次のとおりです 

 

 水道料金収納率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 事業費用 

ア 費用の状況は次のとおりです。             (単位：円・％・税抜) 

     科      目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増 減 率 

営業費用 701,713,408 720,940,020 △ 19,226,612 △ 2.67 

  原水及び浄水費 168,839,146 179,170,882 △ 10,331,736 △ 5.77 

  配水及び給水費 31,238,991 35,435,599 △ 4,196,608 △ 11.84 

  受 託 工 事 費 512,718 11,780,151 △ 11,267,433 △ 95.65 

  業 務 費 14,578,855 12,098,678 2,480,177 20.50 

  総 係 費 17,425,639 18,170,691 △ 745,052 △ 4.10 

  職 員 給 与 費 120,907,696 120,984,397 △ 76,701 △ 0.06 

  減 価 償 却 費 333,351,957 327,514,570 5,837,387 1.78 

  資 産 減 耗 費 14,858,406 15,785,052 △ 926,646 △ 5.87 

営業外費用 87,685,001 91,737,219 △ 4,052,218 △ 4.42 

  
支 払 利 息 86,780,428 91,627,726 △ 4,847,298 △ 5.29 

雑 支 出 904,573 109,493 795,080 726.15 

特別損失 0 4,968 △ 4,968 △ 100.00 

  過年度損益修正損 0 4,968 △ 4,968 △ 100.00 

  その他特別損失 0 0 0 ― 

合      計 789,398,409 812,682,207 △ 23,283,798 △ 2.87 
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イ 事業収益と事業費用の推移は次のとおりです。 

 

 

営業費用は、決算額７億１７１万３，４０８円で前年度と比較して１，９２２ 

 万６，６１２円の減となっています。 

この主な要因は、業務費、減価償却費が増となりましたが、原水及び浄水費、 

 受託工事費などが減となったことによるものです。 

 

営業外費用は、企業債償還に伴う支払利息が８，６７８万４２８円、その他雑 

支出が９０万４，５７３円となり、前年度と比較して４０５万２，２１８円の減 

額となっています。 

 

特別損失は発生せず、総事業費用は、前年度と比較して２，３２８万３，７９ 

 ８円減の７億８，９３９万８，４０９円となっています。 
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③  供給単価と給水原価 

ア 供給単価と給水原価は次のとおりです。                (単位：円/㎥) 

区  分 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 

供給単価(A) 212.30  211.54  211.59  211.94  212.64 212.30 212.33 212.46 

給水原価(B) 187.85  185.84  193.10  188.74  190.13 197.47 194.69 191.63 

比  較(A-B) 24.45 25.70 18.49 23.20 22.51 14.83 17.64 20.83 

 

 

 

イ 供給単価と給水原価の推移は次のとおりです。 

 

 

当年度の給水に係る１㎥当たりの供給単価は２１２．４６円、給水に要した１㎥ 

当たりの給水原価は１９１．６３円で、その差額は前年度と比較して、３．１９円 

増の２０．８３円となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

212.30 211.54 211.59 211.94 212.64 
212.30 212.33 212.46 

187.85 

185.84 

193.10 

188.74 

190.13 

197.47 

194.69 

191.63 

180.00

190.00

200.00

210.00

220.00

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

単位:円 供給単価 給水原価供給単価及び給水単価の推移 
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（４）財 政 状 況 

① 資産 

 資産の状況は次のとおりです。                  （単位：円・％・税抜） 

  科  目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増 減 率 

固定資産 7,376,263,216 7,409,606,280 △ 33,343,064 △ 0.45 

  有形固定資産 7,376,071,416 7,409,606,280 △ 33,534,864 △ 0.45 

    土 地 55,383,286 55,383,286 0 0.00 

    建     物 224,978,734 230,893,136 △ 5,914,402 △ 2.56 

    構 築 物 6,512,766,264 6,564,731,707 △ 51,965,443 △ 0.79 

    機械及び装置 574,977,753 553,675,409 21,302,344 3.85 

    車 両 運 搬 具 3,691,431 391,975 3,299,456 841.75 

      工具、器具及び備品 4,273,948 4,530,767 △ 256,819 △ 5.67 

    建 設 仮 勘 定 0 0 0 0.00 

  無形固定資産 191,800 0 191,800 0.00 

流動資産 785,950,271 694,496,113 91,454,158 13.17 

  

  

現 金 預 金 682,322,120 617,090,271 65,231,849 10.57 

  未 収 金 75,257,101 76,043,192 △ 786,091 △ 1.03 

  貯 蔵 品 782,050 1,332,650 △ 550,600 △ 41.32 

  前 払 金 27,559,000 0 27,559,000 0.00 

  その他流動資産 30,000 30,000 0 0.00 

  合      計 8,162,213,487 8,104,102,393 58,111,094 0.72 

 

資産は、固定資産が７３億７，６２６万３，２１６円、流動資産が７億８，５９ 

５万２７１円の合計８１億６，２２１万３，４８７円で、前年度と比較すると５， 

８１１万１，０９４円（０．７２％）の増となっています。 

 

固定資産は、前年度と比較して３，３３４万３，０６４円（０．４５％）の減と 

なっています。 

主な要因は、固定資産の減価償却により構築物が５，１９６万５，４４３円減の 

６５億１，２７６万６，２６４円、建物が５９１万４，４０２円減の２億２，４９ 

７万８，７３４円となったことなどによるものです。 

 

流動資産は、前年度と比較して９，１４５万４，１５８円（１３．１７％）の増 

となっています。 

主な要因は、現金預金で６，５２３万１，８４９円増の６億８，２３２万２，１ 

２０円となったことなどによるものです。 
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② 負債及び資本 

負債及び資本の状況は次のとおりです。              （単位：円・％・税抜） 

  科  目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増 減 率 

負債総計 5,182,371,408 5,232,830,012 △ 50,458,604 △ 0.96 

  固定負債 3,986,796,320 4,063,181,728 △ 76,385,408 △ 1.88 

    企業債 3,984,222,320 4,063,181,728 △ 78,959,408 △ 1.94 

    その他固定負債 2,574,000 0 2,574,000 0.00 

  流動負債 476,243,966 417,554,077 58,689,889 14.06 

    企 業 債 274,859,408 269,040,138 5,819,270 2.16 

    未 払 金 131,231,528 79,336,847 51,894,681 65.41 

    前 受 金 71,069 159,746 △ 88,677 △ 55.51 

    引 当 金 9,084,147 9,024,932 59,215 0.66 

    そ の 他 流 動 負 債 60,997,814 59,992,414 1,005,400 1.68 

  繰延収益 719,331,122 752,094,207 △ 32,763,085 △ 4.36 

    長 期 前 受 金 1,683,200,356 1,683,315,232 △ 114,876 △ 0.01 

    収 益 化 累 計 額 △ 963,869,234 △ 931,221,025 △ 32,648,209 3.51 

資本総計 2,979,842,079 2,871,272,381 108,569,698 3.78 

  資 本 金 2,352,456,113 2,220,778,882 131,677,231 5.93 

  剰 余 金 627,385,966 650,493,499 △ 23,107,533 △ 3.55 

  
  
資 本 剰 余 金 19,886,348 19,646,348 240,000 1.22 

  利 益 剰 余 金 607,499,618 630,847,151 △ 23,347,533 △ 3.70 

  合    計 8,162,213,487 8,104,102,393 58,111,094 0.72 

 

負債及び資本の合計は８１億６，２２１万３，４８７円で、前年度と比較して５， 

８１１万１，０９４円（０．７２％）の増となっています。 

 

固定負債は、建設改良費等の財源に充てるための企業債が前年度と比較して７，６ 

３８万５，４０８円（１．８８％）減の３９億８，６７９万６，３２０円となって 

います。 

 

流動負債は、前年度と比較して５，８６８万９，８８９円（１４．０６％）増の４ 

億７，６２４万３，９６６円となっています。 

主な要因は、未払金が５，１８９万４，６８１円増となり、委託料、工事請負費の 

未払金等が９，１２９万９，０００円を占めていることなどによるものです。 

 

繰延収益は、前年度と比較して３，２７６万３，０８５円（４．３６％）減の７億 

１，９３３万１，１２２円となっています。 

 

資本金は、前年と比較して１億３，１６７万７，２３１円（５．９３％）増の２３ 
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億５，２４５万６，１１３円となっています。 

剰余金は、前年度と比較して２，３１０万７，５３３円（３．５５％）減の６億２， 

７３８万５，９６６円となっています。 

主な要因は、利益剰余金の当年度未処分利益剰余金が減し、６億７４９万９，６１ 

８円となったことによるものです。 

 

③ キャッシュフロー計算書（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで） 
 (単位：円) 

 

キャッシュフロー計算書の状況は、資金期首残高６億１，７０９万２７１円に対し 

て、資金期末残高が６億８，２３２万２，１２０円となっており、資金増加額が６， 

５２３万１，８４９円となっています。 

この内訳は、業務活動によるものが４億４，０１１万５５４円、投資活動によるも 

のが△３億１７３万８，５６７円の、財務活動によるものが△７，３１４万１３８円 

となっています。 

 

 

 

 

区

分 
項  目 金 額 

区

分 
項  目 金 額 

業 

務 

活 

動 

当年度純利益 108,137,898 

投
資
活
動 

有形固定資産の取得による支出 △ 311,427,482 

減価償却費 333,351,957 未払金の増減額 37,007,915 

貸倒引当金の増減額 872,472 前払金等流動資産の増減額 △ 27,559,000 

賞与引当金の増減額 209,920 一般会計又は特別会計からの繰入金による収入 240,000 

法定福利費引当金の増減額 41,234 計 △ 301,738,567 

長期前受金戻入額 △ 32,763,085 

財
務
活
動 

建設改良企業債による収入 195,900,000 

受取利息及び受取配当金 △ 63,850 建設改良企業債の償還による支出 △ 269,040,138 

支払利息 86,780,428     

固定資産除却損 14,858,406 計 △ 73,140,138 

未収金の増減額 △ 86,381  
 

    

未払金の増減額 14,886,766 

 
     

たな卸資産の増減額 550,600 

 
     

その他負債の増減額 50,767 

 
     

小 計 526,827,132 

 
     

利息及び配当金の受取額 63,850 

 
     

利息の支払額 △ 86,780,428 資 金 増 加 額 65,231,849 

計 440,110,554 資金期首残高 617,090,271 

合    計 資金期末残高 682,322,120 
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（５）審 査 意 見 

 

平成２８年度の決算状況は、総収益８億９，７５３万６千円に対して、総費用は７億

８，９３９万８千円で、差し引き１億８１３万８千円の純利益となり、前年度純利益と

比較すると７２３万５千円、７．１７ポイント増となっています。 

総収益のうち給水収益は、前年度と比較すると１１２万２千円、０．１３ポイント減

の８億３，０３２万円となっています。また、総費用のうち営業費用は、前年度と比較

すると１，９２２万７千円、２．６７ポイント減の７億１７１万３千円となっています。 

 

経営分析においては、収益性を判断する経常収支比率（１１３．６９％）で経営健全

の基準となる１００％を超え、単年度は黒字であることを示しています。 

また、安定した事業運営を判断する資産・財務状態に関する指標、施設能力に対する

利用状況を判断する施設の効率性に関する指標なども、概ね良好な水準を維持しており、

健全な経営状況であると認められます。しかしながら、市の人口が年々減少しているこ

とから、給水戸数の減少とともに、給水人口及び給水量などの各数値も減少するものと

予想されます。 

 

経営効果を図るうえで重要な指数である有収率は８６．８７％で、前年度と比較する

と１．８７ポイント上昇しています。引き続き、効率的な漏水調査を行い、漏水箇所の

早期発見や老朽管の修繕など継続した漏水対策を実施し、高有収率の維持確保に取り組

まれることを望みます。 

水道料金の収納率については、平成２８年度は９２．０３％で、前年度と比較すると

０．７４％上回り、収入未済額も前年度と比較すると９３１万４千円、１１．４７ポイ

ント減の７，１８６万８千円と減少していますが、徴収等の折衝や効果的な給水停止を

継続するとともに、適正な債務管理や積極的な履行の確保に努められることを望みます。 

 

水道事業においては、人口減少及び生活様式や都市構造などの変化により、水需要が

減少する中で、老朽化した施設の更新需要を維持するために多額の財源を要するなど、

水道事業の経営環境は厳しさを増す状況にあります。 

今後はこれらの見通しを踏まえながら、平成２７年度に策定された「登別市水道事業

ビジョン」に示された取組みを継続して実施するとともに、平成２８年度に策定された

「登別市水道施設整備計画」に基づきながら、経年的な劣化状況や耐震性確保などの重

要な課題に的確に取り組まれるとともに、着実な事業の健全運営と安全な水道水の安定

供給に取り組まれることを望みます。



 

 

 

 

 

 

 

       下 水 道 事 業 会 計 

決  算  の  状  況 
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単位：％

下水道事業会計 

（１） 事 業 の 概 要 

① 業務実績は次のとおりです。 

項 目 単位 
業 務 実 績 前 年 度 比 較 

平成２８年度 平成２７年度  増 減 増減率(%) 

行政区域内人口 人 49,090 49,630 △ 540 △ 1.09 

供 用 開 始 面 積 ha 1,126.0 1,126.0 0.0 0.00 

供 用 開 始 人 口  人 46,982 47,483 △ 501 △ 1.06 

供 用 開 始 戸 数 戸 23,472 23,507 △ 35 △ 0.15 

区域内水洗化人口 人 40,710 41,110 △ 400 △ 0.97 

区域内水洗化戸数 戸 20,435 20,228 207 1.02 

管 渠 延 長  ｍ 266,843.85 266,515.17 328.68 0.12 

年間処理汚水量 ㎥ 3,648,730 3,672,430 △ 23,700 △ 0.65 

日 平 均 汚 水 量 ㎥ 9,970 10,030 △ 60 △ 0.60 

下水道使用水量 ㎥ 3,199,961 3,213,372 △ 13,411 △ 0.42 

処理人口普及率  ％ 95.7  95.7  0.0  0.00 

水 洗 化 率 ％ 86.7  86.6  0.1  0.12  

有 収 率 ％ 87.7  87.5  0.2  0.23  

職 員 数 人 12  13  -1  -7.69  

 

② 供用開始戸数と水洗化戸数及び水洗化率は次のとおりです。 
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平成２８年度末の供用開始戸数は、前年度と比較すると３５戸（０．１５％）減 

の２３，４７２戸となりました。 

 

 供用開始人口は、人口減少の影響を受け前年度と比較すると５０１人（１．０６ 

％）減の４６，９８２人となり、処理人口普及率は、前年度と同比率で９５.７％ 

となっています。 

 また、区域内水洗化人口は、前年度と比較すると４００人(０．９７％)減の４０， 

７１０人となりましたが、区域内水洗化戸数は、２０７戸(１．０２％)増の２０， 

４３５戸となり、水洗化率は、０.１ポイント増の８６.７％となっています。 

 

 年間処理汚水量は前年度と比較すると２３，７００㎥（０．６５％）減の３，６ 

４８，７３０㎥となり、下水道使用水量も１３，４１１㎥（０．４２％）減の３１ 

９，９６１㎥となっています。 

この結果、年間処理汚水量に対する下水道使用水量の示す有収率は、前年と比較 

すると０．２３ポイント増の８７．７％となっています。 

 

（２）予 算 の 執 行 状 況 

① 収益的収入及び支出 

ア 収入の執行状況は次のとおりです。            (単位：円・％・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 予 算 比 率 執 行 率 

営 業 収 益 706,484,000 709,454,660 2,970,660 100.42  

営業外収益 1,121,429,000 1,101,088,328 △ 20,340,672 98.19  

特 別 利 益 2,000 35,970 33,970 1798.50  

合    計 1,827,915,000 1,810,578,958 △ 17,336,042 99.05  

 

収入は、予算額１８億２，７９１万５千円に対して、営業外収益の他会計補助 

金が減となったことから、決算額は、１８億１，０５７万８，９５８円（執行率 

９９．０５％）となり１，７３３万６，０４２円の減となっています。 

 

イ 支出の執行状況は次のとおりです。           (単位：円・％・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 不 用 額 執 行 率 

営 業 費 用 1,459,998,000 1,441,627,271 18,370,729 98.74  

営業外費用 379,923,000 367,086,903 12,836,097 96.62  

特 別 損 失 10,000 203,243 △ 193,243 2032.43  

予 備 費 1,500,000 0 1,500,000 0.00  

合     計 1,841,431,000 1,808,917,417 32,513,583 98.23  
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支出は、予算額１８億４，１４３万１千円に対して、決算額は営業費用におい 

て管渠費、処理場費等が減となり、その他の各費用でも縮減が図られたため、決 

算額は１８億８９１万７，４１７円（執行率９８.２３％)となり、３，２５１万 

３，５８３円の不用額が生じています。 

 

② 資本的収入及び支出 

ア 収入の執行状況は次のとおりです。            (単位：円・税込) 

区   分 予 算 現 額 決  算  額 予 算 比 較 翌年度繰越額 

企 業 債 784,100,000 753,100,000 △ 31,000,000 0 

負 担 金 13,910,000 15,424,236 1,514,236 0  

補 助 金 322,895,000 321,532,896 △ 1,362,104 0 

合   計 1,120,905,000 1,090,057,132 △ 30,847,868 0 

 

収入は、予算額１１億２，０９０万５千円に対して、企業債等の減に伴い決算額 

は１０億９，００５万７，１３２円で、３，０８４万７，８６８円の減となってい 

ます。 

 

イ 支出の執行状況は次のとおりです。                  (単位：円・税込) 

区 分 予算現額 決算額 翌年度繰越額 不用額 

建 設 改 良 費 520,492,000 478,839,330 0 41,652,670 

  

管 渠 建 設 費 291,055,000 258,130,329 0 32,924,671 

処理場建設費 218,837,000 217,814,601 0 1,022,399 

個別排水処理整備費 10,600,000 2,894,400 0  7,705,600 

企業債償還金 1,199,910,000 1,199,908,232 0 1,768 

予 備 費 1,500,000 0 0 1,500,000 

合       計 1,721,902,000 1,678,747,562 0 43,154,438 

 

支出は、予算額１７億２，１９０万２千円に対して、決算額は１６億７，８７４ 

万７，５６２円で、翌年度繰越額は発生せず、４，３１５万４，４３８円が不用額 

となっています。 

この結果、資本的収入額が資本的支出額に不足する額５億８，８６９万４３０円 

は、過年度損益勘定留保資金７，７５４万１，１１０円、当年度損益勘定留保資金 

５億２５９万３，６２２円、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額８５５ 

万５，６９８円で補てんされています。 

 

 

 

 

 



25 

 

（３）経 営 成 績    

収入は営業収益決算額６億６，１２２万８，９４７円（うち使用料収入５億８， 

００５万８，９９０円）、営業外収益は、１１億１０６万３，１８１円、総収益 

１７億６，２３２万５，４３４円となっています。 

これに対して支出は、営業費用１４億１，６５１万８，９７７円、営業外費用 

３億５，２２９万４，２０３円、特別損失２０万３，２４３円、総費用１７億６， 

９０１万６，４２３円となり、収支差引による当年度純損失は６６９万９８９円 

となっています。 

①  事業収益  

ア 収益の状況は次のとおりです。               (単位：円・％・税抜) 

     科      目 平成 28 年度 平成 27 年度 比較増減 増減率 

営業収益 661,228,947 659,663,981 1,564,966 0.24 

  使 用 料 580,058,990 576,141,617 3,917,373 0.68 

  処 理 料 22,762,436 23,922,447 △ 1,160,011 △ 4.85 

    他会計負担金 58,284,521 59,478,717 △ 1,194,196 △ 2.01 

  その他営業収益 123,000 121,200 1,800 1.49 

営業外収益 1,101,063,181 1,115,301,080 △ 14,237,899 △ 1.28 

  

受取利息及び配当金 25 25 0 0.00 

他会計補助金 658,512,686 674,167,234 △ 15,654,548 △ 2.32 

長期前受金戻入 417,362,208 418,681,247 △ 1,319,039 △ 0.32 

その他営業外収益 24,816,822 21,484,301 3,332,521 15.51 

 雑 収 益 371,440 968,273 △ 596,833 △ 61.64 

特別利益 33,306 0 33,306 ― 

合      計 1,762,325,434 1,774,965,061 △ 12,639,627 △ 0.71 

イ 下水道収益の収納率の推移は次のとおりです。        (単位：円・％・税込) 

年    度 調定額 収納済額 不納欠損額 収納未済額 収納率 

平成 25年度 

現年度 601,595,053  521,843,992  0 79,751,061  86.74  

過年度 124,519,258  85,630,212  3,720,438  35,168,608  68.77  

計 726,114,311  607,474,204  3,720,438  114,919,669  83.66  

平成 26年度 

現年度 612,723,864 531,061,378 0 81,662,486  86.67  

過年度 114,931,911 78,619,977 2,926,273 33,385,661  68.41  

計 727,655,775  609,681,355  2,926,273  115,048,147  83.79  

 

平成 27年度 

 

現年度 619,593,844 536,934,149 0 82,659,695  86.66  

過年度 115,046,648 81,217,141 2,433,284 31,396,223  70.59  

計 734,640,492  618,151,290  2,433,284  114,055,918  84.14  

 現年度 623,823,125 542,446,870 0 81,376,255  86.96  

平成 28年度 過年度 114,091,888 82,897,375 3,531,220 27,663,293  72.66  

 計 737,915,013  625,344,245  3,531,220  109,039,548  84.74  

※平成 25 年度は特別会計のため、翌年４月、５月は出納整理期間分を企業会計の整理に合わせた額です。 
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ウ 下水道料金の収納率の推移は次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 個別排水処理使用料収益の推移は次のとおりです。    (単位：円・％・税込) 

年            度 調 定 額 収 入 済 額 不納欠損額 収入未済額 収納率 

平成 25 年度 

現年度 2,326,089  2,243,212  0 82,877  96.44  

過年度 223,079  67,081  29,484  126,514  30.07  

計 2,549,168  2,310,293  29,484  209,391  90.63  

平成 26 年度 

現年度 2,551,421 2,454,806 0 96,615  96.21  

過年度 209,391 42,316 29,484 137,591  20.21  

計 2,760,812  2,497,122  29,484  234,206  90.45  

 

平成 27 年度 

 

現年度 2,639,108 2,535,461 0 103,647  96.07  

過年度 234,206 70,596 29,484 134,126  30.14  

計 2,873,314  2,606,057  29,484  237,773  90.70  

 現年度 2,640,589 2,497,336 0 143,253  94.57  

平成 28 年度 過年度 237,773 19,654 29,484 188,635  8.27  

 計 2,878,362  2,516,990  29,484  331,888  87.45  

※平成 25 年度は特別会計のため、翌年４月、５月は出納整理期間分を企業会計の整理に合わせた額です。 
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オ 個別排水処理利用料の収納率の推移は次のとおりです。 

 

 

 

  

 

 

② 事業費用 

ア 費用の状況は次のとおりです。                (単位：円・％・税抜) 

     科      目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増 減 率 

営業費用 1,416,518,977 1,391,709,366 24,809,611 1.78 

  管 渠 費 41,863,121 46,526,250 △ 4,663,129 △ 10.02 

  処 理 場 費 253,364,623 243,949,081 9,415,542 3.86 

  排水施設促進費 208,332 190,290 18,042 9.48 

  し尿投入施設運転管理費 6,010,000 5,400,000 610,000 11.30 

  個別排水処理施設管理費 5,696,428 5,603,560 92,868 1.66 

  総 係 費 31,828,402 30,376,800 1,451,602 4.78 

  職 員 給 与 費 62,407,177 61,680,041 727,136 1.18 

  減 価 償 却 費 983,873,547 988,015,044 △ 4,141,497 △ 0.42 

  資 産 減 耗 費 31,209,360 9,908,837 21,300,523 214.96 

  その他営業費用 57,987 59,463 △ 1,476 △ 2.48 

営業外費用 352,294,203 375,788,363 △ 23,494,160 △ 6.25 

  
支払利息及び企業債取扱諸費 352,204,909 375,707,462 △ 23,502,553 △ 6.26 

雑 支 出 89,294 80,901 8,393 10.37 

特別損失 203,243 263,487 △ 60,244 △ 22.86 

  
過年損益修正損 203,243 263,487 △ 60,244 △ 22.86 

その他特別損失 0 0 0 0 

合      計 1,769,016,423 1,767,761,216 1,255,207 0.07 

90.63 90.45 90.70 

87.45 

96.44 96.21 96.07 
94.57 
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イ 事業収益と事業費用の推移は次のとおりです。 

 

  

営業費用は、決算額１４億１，６５１万８，９７７円、前年度と比較して、 

２，４８０万９，６１１円の増となっています。 

この主な要因は、処理場費、資産減耗費などが増となったことによるものです。 

営業外費用は、支払利息及び企業債取扱諸費が３億５，２２０万４，９０９ 

円、雑支出８万９，２９４円となり、決算額３億５，２２９万４，２０３円、 

前年度と比較して２，３４９万４，１６０円の減となっています。 

特別損失は過年度損益修正損が２０万３，２４３円となり、前年度と比較し 

て６万２４４円の減となっています。 

 

③ 使用料単価と汚水処理原価 

 ア 使用料単価と汚水処理原価は次のとおりです。 

区  分 Ｈ28 年度（登別市） Ｈ27 年度（全道平均） 

使 用 料 単 価  (A ) 180.51 168.10 

汚水処理原価 (B) 202.90 146.36 

比   較  ( A - B ) △ 22.39 21.74 

※全道平均は、道内の地方公営企業法適用 20 市の平成 27 年度決算統計の数値です。 

 

 当年度の下水道使用に係る１㎥当たりの使用料単価は１８０．５１円、汚水 

処理に要した１㎥当たりの汚水処理原価は２０２．９０円となっています。 

 使用料単価は、全道平均と比べ１２．４１円増、汚水処理原価は、５６．５ 

４円増となっています。 
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（４）財 政 状 況 

① 資産 

ア 資産の状況は次のとおりです。                  （単位：円・％・税抜） 

  科  目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増減率 

固定資産 29,925,420,286 30,496,761,664 △ 571,341,378 △ 1.87 

  有形固定資産 29,923,764,286 30,495,105,664 △ 571,341,378 △ 1.87 

  
 

土 地 886,906,909 883,646,909 3,260,000 0.37 

  
 

建 物 760,943,286 789,473,061 △ 28,529,775 △ 3.61 

  
 

構 築 物 26,352,204,624 26,855,456,259 △ 503,251,635 △ 1.87 

  
 

機械及び装置 1,911,877,608 1,836,305,572 75,572,036 4.12 

  
 

車 両 運 搬 具 － － － － 

      工具、器具及び備品 9,507,859 12,667,884 △ 3,160,025 △ 24.95 

    建 設 仮 勘 定 2,324,000 117,555,979 △ 115,231,979 △98.02  

  無形固定資産 1,656,000 1,656,000 0 0 

流動資産 192,325,853 209,111,330 △ 16,785,477 △ 8.03 

  
  

現 金 預 金 82,591,051 93,859,498 △ 11,268,447 △ 12.01 

  未 収 金 109,734,802 115,251,832 △ 5,517,030 △ 4.79 

  合      計 30,117,746,139 30,705,872,994 △ 588,126,855 △ 1.92 

 

資産は、固定資産が２９９億２，５４２万２８６円、流動資産が１億９，２３２万 

５，８５３円、合計３０１億１，７７４万６，１３９円で、前年度と比較して５億８， 

８１２万６，８５５円（１．９２％）の減となっています。 

 

固定資産は、有形固定資産が２９９億２，３７６万４，２８６円、無形固定資産が 

１６５万６千円、合計２９９億２，５４２万２８６円で、前年度と比較して５億７， 

１３４万１，３７８円（１．８７％）の減となっています。 

主な要因は、固定資産の減価償却により、建物が２，８５２万９，７７５円減の７ 

億６，０９４万３，２８６円、構築物が５億３２５万１，６３５円減の２６３億５， 

２２０万４，６２４円となったことなどによるものです。 

 

流動資産は、前年度と比較して１，６７８万５，４７７円（８．０３％）の減とな 

っています。 

主な要因は、現金預金が１，１２６万８，４４７円減の８，２５９万１，０５１円、 

未収金が５５１万７，０３０円減の１億９７３万４，８０２円となったことによるも 

のです。 
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② 負債及び資本 

イ 負債及び資本の状況は次のとおりです。           （単位：円・％・税抜） 

  科  目 平成 28 年度 平成 27 年度 比 較 増 減 増 減 率 

負債総計 28,624,903,160 29,206,339,026 △ 581,435,866 △ 1.99 

  固定負債 17,140,896,367 17,611,335,754 △ 470,439,387 △ 2.67 

    企 業 債 17,136,336,367 17,604,495,754 △ 468,159,387 △ 2.66 

    その他固定負債 4,560,000 6,840,000 △ 2,280,000 △ 33.33 

  流動負債 1,337,132,717 1,343,398,892 △ 6,266,175 △ 0.47 

    企 業 債 1,217,229,155 1,195,878,000 21,351,155 1.79 

    未 払 金 110,377,781 138,272,090 △ 27,894,309 △ 20.17 

    引 当 金 7,138,000 6,002,000 1,136,000 18.93 

    預 り 金 7,781 20,802 △ 13,021 △ 62.59 

    その他流動負債 2,380,000 3,226,000 △ 846,000 △ 26.22 

  繰延収益 10,146,874,076 10,251,604,380 △ 104,730,304 △ 1.02 

    長 期 前 受 金 11,394,749,746 11,091,947,181 302,802,565 2.73 

    収益化累計額 △ 1,247,875,670 △ 840,342,801 △ 407,532,869 48.50 

資本総計 1,492,842,979 1,499,533,968 △ 6,690,989 △ 0.45 

  資本金 1,150,640,328 1,150,640,328 0 0.00 

  剰余金 342,202,651 348,893,640 △ 6,690,989 △ 1.92 

  
  
資 本 剰 余 金 340,627,285 340,627,285 0 0.00 

  利 益 剰 余 金 1,575,366 8,266,355 △ 6,690,989 △ 80.94 

  合    計 30,117,746,139 30,705,872,994 △ 588,126,855 △ 1.92 

 

負債及び資本総計は、３０１億１，７７４万６，１３９円で前年度と比較して５億 

８，８１２万６，８５５円（１．９２％）の減となっています。 

 

 固定負債は、前年度と比較して４億７，０４３万９，３８７円（２．６７％）減の 

１７１億４，０８９万６，３６７円となっています。 

主な要因は、建設改良費等の財源に充てるための企業債が４億６，８１５万９，３ 

８７円の減となったことなどによるものです。 

 

流動負債は、前年度と比較して６２６万６，１７５円（０．４７％）減の１３億３， 

７１３万２，７１７円となっています。 

主な要因は、未払金が２，７８９万４，３０９円の減となったことなどによるものです。 

 

繰延収益は、前年度と比較して１億４７３万３０４円（１．０２％）減の１０１ 

億４，６８７万４，０７６円となっています。 

主な要因は、固定資産の減価償却に伴い収益化累計額が４億７５３万２，８６９円 
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の減となったことによるものです。 

 

資本金は、前年度と同額の１１億５，０６４万３２８円となっています。 

 

剰余金は、前年度と比較して６６９万９８９円（１．９２％）減の３億４，２２ 

０万２，６５１円となっています。 

主な要因は、利益剰余金で当年度純損失が生じたことにより、未処分利益剰余金 

が１５７万５，３６６円となったことによるものです。 

 

②  キャッシュフロー計算書（平成 28 年 4 月 1 日から平成 29 年 3 月 31 日まで） 

                                  （単位：円） 

区分 項  目 金 額 区分 項  目 金 額 

業
務
活
動 

当 年 度 純 損 失  △6,690,989 

投
資
活
動 

有形固定資産の取得による支出 △ 445,954,604 

減 価 償 却 費 983,873,547 未 払 金 の 増 減 額 △15,610,357 

貸倒引当金の増減額 △ 702,704 負担金及び分担金による収入 14,519,985 

賞与引当金の増減額 707,000 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入 155,452,273 

法定福利費引当金の増減額 429,000 他会計からの繰入金による収入 142,655,846 

長期前受金戻入額 △ 417,362,208 計 △ 148,936,857 

支 払 利 息 352,204,909   

固 定 資 産 除 却 損 31,209,360 

財
務
活
動 

建設改良企業債による収入 753,100,000 

未 収 金 の 増 減 額 6,219,734 建設改良企業債の償還による支出 △1,199,908,232 

未 払 金 の 増 減 額 △ 13,206,098 計 △ 446,808,232 

小 計 936,681,551   

     
 

  利 息 の 支 払 額 △ 352,204,909 資 金 増 加 額 △ 11,268,447  

計 584,476,642 資金期首残高 93,859,498  

合    計 資金期末残高 82,591,051  

 

 キャッシュフロー計算書の状況は、資金期首残高９，３８５万９，４９８円に対して、

資金期末残高が８，２５９万１，０５１円となっており、資金増加額が△１，１２６ 

万８，４４７円となっています。 

この内訳は、業務活動によるものが５億８，４４７万６，６４２円、投資活動によ 

るものが△１億４，８９３万６，８５７円、財務活動によるものが△４億４，６８０ 

万８，２３２円となっています。 
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（５）審 査 意 見 

 

平成２８年度の決算状況は、収益的収支における収入は、前年度と比較すると１，２

６４万円、０．７１％減の１７億６，２３２万５千円、支出は、前年度と比較すると１

２５万５千円、０．０７％増の１７億６，９０１万６千円となり収支差引による当年度

純損失は、６６９万１千円となっています。 

総収益のうち、使用料は、前年度と比較すると３１９万７千円、０．６８％増の５億

８，００５万９千円となっています。また、総費用のうち、営業費用は前年度と比較す

ると２，４８１万円、１．７８％増の１４億１，６５１万９千円となっています。 

 

経営分析において、資本構成の自立度を図る自己資本構成比率については、全道平均

（道内の地方公営企業法適用２０市の平成２７年度決算統計を基にした数値。以下同じ）

に比べて低い状況にあります。これについては、下水道事業の開始年度が比較的新しく、

企業債残高が他市に比して多いことに起因するものであり、今後、初期投資時の企業債

償還が進むにつれ解消されることを望みます。また、流動比率（流動負債に対する流動

資産の割合）、現金比率（流動負債に対する現金の割合）についても、ともに全道平均よ

り低い状況にありますが、平成３０年１月１日に予定される使用料改定により、一定程

度改善するものと予想されます。 

 

これから先の下水道事業を展望すると、急激な人口減少や節水意識の高まりなどによ

り、経営の基本となる使用料収入は減少傾向に推移し、施設の更新時期を迎え経営状況

は厳しくなるものと予想されます。 

今後の事業経営にあたっては、収入未済額についても実効性のある対策を講じ収納率

の向上を図るとともに、未接続世帯に対しては、より積極的な普及促進活動を行い、引

続き接続率の向上を図り収入の確保に努められることを望みます。 

また、平成２８年度に策定された「下水道事業経営戦略」に基づき、４年毎に下水道

使用料改定の必要性の検証、汚水処理原価の低減に向けた対策を講じるなど、経営が安

定的に行われるよう計画的な経営基盤の強化を期待します。加えて、「下水道事業経営戦

略」に併せて策定した「雨水管渠整備計画」に基づき、整備対象地区で雨水管渠の新設

を着実に進めるなど、持続可能な計画的経営を進めながら、市民の快適な暮らしを支え

る事業が推進されることを望みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 


